








民権法第９編（Title IX of the Education Amendments of １９７２） １）である。研究成果をまとめるの
は少し先になるので，経過報告の一部として，同法に関する「セクシュアルハラスメント・ガイ
ダンス：学生・生徒に対する学校被用者，学生又は第三者によるセクシュアルハラスメント［改
訂版］」（REVISED SEXUAL HARASSMENT GUIDANCE: HARASSMENT OF STUDENTS BY 









An Introduction to the U. S. Government’s (Department of Education Office for 
Civil Rights) Document on Revised Sexual Harassment Guidance: 
Harassment of Students by School Employees, 
Other Students or Third Parties (Part 1)
Hidenori TSUJI
　１）　教育の場における人種差別を禁止していた，公民権法第６編（Title VI of the Civil Rights Act of １９６４）
を修正し，性差別の禁止を加えたものである。
　２）　www.ed.gov./offices/OCR/archives/pdf/shguide.pdf．
　３）　概略は，J. R. Lindgren, N. Taub, B. A. Wolfson, C. M. Palumbo, THE LAW OF SEX DISCRIMINA
TION, ３rd Edition,（USA: Wadsworth, ２００５）, Chap. ５, C. S. Thomas, SEX DISCRIMINATION, ２nd Edi
































　４）　たとえば，National Coalition for Women and Girls in Education（NCWGE）, Title IX at ３５: Beyond the 
Headlines（２００８）, www.ncwge.org/title ９at ３５, Sexual Harassment参照。なお，このNCWGEは，教育
における男女平等に関する問題について啓発活動を行うこと，公民権法第９編の履行をモニターする
ことなどを目的として結成された NPOである。
　５）　AAUW（American Association of University Women）Educational Foundation, Drawing the Line: Sex
ual Harassment on Campus（２００６）, www.aauw.org/research/dtl.cfm, pp.１５–１６．
　６）　AAUW Educational Foundation, Hostile Halways:Bulyng, Teasing and Sexual Harassment in School
（２００１）, www.aauw.org参照。
　７）　この点の記述は，註３の著書の他，V. L. Thomas, Educational Law Chapter: Sexual Harassment in　
Education，７ Geo. J. Gender ＆ L. ９０７（２００６）, B. I. Weiss, Title IX Versus Canadian Human Rights 
Legislation: How the United States Should Learn from Canada’s Human Rights Act in the Sexual Harass
ment in Schools, １１ UC Davis J. Juv. L. & Pol’y ５５（２００７）を参考とした。
























　９）　Gebser v. Lago, ５２４ U. S. ２７４
１０）　 Davis v. Monroe County Bd. of Ed., ５２６ U. S. ６２９
１１）　たとえば，NCWGEは連邦議会に対して，学生が被用者なみの保護を受けることができるよう法改正



























































































































































































































































































































与の条件とする場合には，それは対価型セクハラ（quid pro quo harassment）と伝統的に命名さ
れている。学生が教員などの要求を拒否して危害を受けようと，要求を入れて危害を避けようと，
いずれの場合でも，当該学生は性別に基づき異なった扱いを受けた，すなわち，当該学生の教育
プログラムへの関与・享受は否定ないしは妨げられたのであり，公民権法第９編に違反する。
　これと対照的に，対価的でない場合でもセクハラは成立する。敵対的環境型セクハラ（hostile 
environment harassment）である。この場合には，セクハラが当該学生の教育プログラムへの関
与・享受を否定ないしは妨げるほど十分に深刻なものかどうか，更に詳しく吟味する必要がある。
　教員その他の被用者はいずれのセクハラもおかす可能性がある。これに対して，学生や第三者
は当該学生に対する権限を与えられていないのが普通であるから，通常は敵対的環境型セクハラ
に限って問題となる。
１．　環境型セクハラかどうかを判断するために用いる諸要素
　以下に示すように，公民権局は，敵対的環境が発生したかどうか，すなわち，セクハラが当該
学生の教育プログラムへの関与・享受を否定ないしは妨げるほどに十分に深刻なものかどうかを
判断するために，様々な関連する要素を考慮している。公民権局は，当該行為を主観的および客
観的観点両面から考慮している。その深刻さおよび浸透性（拡がり）を評価するに当たって，公
民権局はすべての関連する事情，すなわち，当該行為を取り巻く諸事情，影響など将来の予測，
そして当事者などの関係を考慮する。学校もまた，セクハラとこれに至らない行為を常識的に区
別するために，これらの諸要素を考慮すべきである。こうした諸要素は次の通りである。
　・当該行為が学生の教育に与える影響の程度
　公民権局は，セクハラが学生に与える影響がどのようなものかを検討する。たとえば，性的行
為のために，学生の成績がさがり，退学を余儀なくされることがおこるかもしれない。学生が身
体的に危害を受け，精神的・感情的に苦痛を受けることもありうる。教員がくりかえし情交を迫っ
たにもかかわらず，困難にめげず学生が頑張って ,成績を維持し，退学もしなかったケースもあ
ろう。同様に，チームメートがくりかえし情交を迫り，脅したにもかかわらず，大変な困難に打
ち勝って練習を続け，チームに留まったケースもあろう。以上の諸例の場合はいずれも，通常の
学生を基準にして，その教育環境が変化し，学生の教育プログラムへの関与・享受を否定ないし
妨げる悪影響が現れたものと評価されるであろう。
　敵対的環境は，セクハラがセクハラを申し立てた特定個人に向けられていない場合にも生じる
ことがある。たとえば，学生（個人または集団）または教員が特定個人に決まって性的発言をす
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る場合，敵対的環境は標的とされた学生との間だけではなく，これを見聞した他の学生との関係
でも生じることがある。
　・当該行為の型，頻度，継続期間
　一定の種類のセクハラがなされたり，あるいはセクハラが継続し，それがささいなものでない
ときは，敵対的環境が発生したとされるのが普通である。たとえば，若い女性が若い男性から胸
や性器などについて悪態をつかれた場合，特に，それが一定期間続いたり，学内いたるところで
なされたり，複数の学生によってなされたときは，敵対的環境が生じたとするのが公民権局の立
場である。行為が深刻なものであればあるほど，行為が繰り返されなくとも敵対的環境が生じた
とされる。このことは，特に行為が言語によるものではなく，身体的なものであるときによくあ
てはまる。たとえば，女性の胸，あるいは男女を問わず，性器または臀部をつかむ行為のような
深刻な行為は，繰り返されなくとも敵対的環境が発生する。それが十分に深刻なものであれば，
行為が一回きりのものであっても，敵対的環境が発生したとされる。他方，たとえば，一人の学
生が他の学生について，姿がよいと発言したとしても，このような深刻でない行為はそれだけで
は敵対的環境を発生させるものではない。状況によるが，この種の発言はそもそも性的性質を有
するものでないとされることもあろう。同様に，学生の間で，デートを申し込んだり，花を贈っ
たりした場合，それが相手から歓迎されないものであっても，学生はそうした行動をとるもので
あるから，敵対的環境が発生したとはいえない。しかし，このようなデートの申込みであっても，
それが繰り返され，相手が歓迎していない場合は，敵対的環境を生み出すことになろう。たとえ
ば，以前に拒否されたにもかかわらず，再び脅迫的な仕方でデートを申し込むと，敵対的な環境
を発生させたとされよう。
　・加害者とされている者が誰か，被害者との関係はどうか
　この点は，特に，加害者が学校の被用者である場合に問題となる。たとえば，教員は学生に対
して権力を有しているので，学生に対する性的行為は，同じ行為が学生によってなされる場合よ
りも，敵対的環境を生み出す可能性が強いであろう。
　・関与者の数
　言語その他の行為について，それが個人による場合は敵対的環境は発生しないが，集団的にな
された場合には発生するとされることもあろう。同様に，被害者側が個人ではなく集団というこ
ともあろう。集団に対するセクハラの影響は，行為の型や状況によって異なる。ある種のセクハ
ラに関しては，数が敵対的環境の発生を妨げることもあろう。たとえば，一人の学生につきまとっ
たり，性的な悪態をつくことは敵対的環境を生み出すことになろうが，学生集団に対する同様の
行為は，一定の事情のもとでは，敵対的環境を生み出す可能性は低いであろう。もっとも，それ
が執拗であれば，集団に対する場合でも話しは別ということになろう。
　・加害者の年齢・性，行為の内容
　たとえば，年齢が低い学生の場合には，年上の学生からなされるセクハラは威圧性が強い場合
が多いであろう。
　・学校の規模，行為の場所，状況
　事件の性質にもよるが，影響が大きな事件は，大規模大学におけるよりも小規模大学における
方が少ないであろう。スクールバスでの行為の方が遊び場での行為よりも威圧的であろう。とい
うのも，前者の行為は回避するのが難しいからである。学生寮の部屋などのような私的な場所で
の行為の方がおおやけの場所での行為よりも大きな影響を有する（より威圧的）であろう。他方，
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おおやけの場所での行為の方が被害者を辱めるであろう。ケースごとの判断を要する。
　・他の事件の発生
　同一の学生に関するものでなく，また，事件一つ一つは大したものでない場合でも，これらが
あわさって，敵対的環境が生じることもある。
　・ジェンダーに基づくが，性的性質を有しないハラスメント
　こうした性的性質を有しない行為も，あるセクハラ行為が敵対的環境を生み出すほどのものか
どうかを判断するにあたって，あわせて考慮することができる。
　敵対的環境を発生させるものかどうかを判断するに当たって重要なのは，諸事情を全体として
考慮することである。したがって，常識と合理的な判断力を用いて判断することがいつも重要で
ある。
２．　性的言動の歓迎性：当該行為が歓迎されないものかどうか
　セクハラというためには，性的性質を有する行為を相手方が歓迎していないことが必要である。
学生が，当該行為を求めておらず，「当該行為を望ましくない，あるいは不快に思っていた」場
合にセクハラが成立する。当該行為を黙認したり，苦情を言わなかったことは必ずしも当該行為
が歓迎されたものであることを意味しない。たとえば，学生が他の学生に情交を求められたとき，
抵抗せず，苦情を申し立てなかったのは恐怖のためかも知れない。加えて，学生が人をおとしめ
る学生集団の発言に異議をとなえなかったのは，そうすれば，彼らの発言がもっとエスカレート
することを懸念したためかも知れない。このように，学生が行為を受け入れたという事実は，当
然にそれを歓迎していたことを意味するものではない。また，学生があるときに行為にすすんで
加わったことも，その同じ行為を次の機会に歓迎されないものであったと主張することを妨げる
ものではない。他方，学生が性的冗談や議論に積極的に加わり，これに異議をとなえていたこと
を示していない場合には，その行為が歓迎されざるものであったという主張は根拠なしとされる
であろう。
　年齢が低い児童の場合，一定の性的行為について，それを嫌だと言ってよい行為（あるいは嫌
だと言うべき行為）であることを彼らがどの程度認識できるのか，嫌だとどの程度はっきりと表
明できるのか判断することが必要となろう。したがって，公民権局は，性的行為を歓迎するかし
ないか表明できる能力を生徒が有していたかどうかを判断するに当たっては，年齢，行為の性質，
その他の事情を考慮している。
　加害者が権限を有する立場にある者の場合には，学校は特にこの歓迎性の問題に注意すべきで
ある。たとえば，生徒たちは，授業運営については教師が絶対的権限をもつと信じることを奨励
されているので，授業中の教員のセクハラ発言に異議をとなえないのかも知れない。しかし，こ
のことは，発言が歓迎されたものであることを必ずしも意味しない。学生は，実は反対しても無
駄だと思っているだけかもしれないし，反対するとセクハラ発言の対象となったり，報復の対象
とされたりするのをおそれていたかもしれない。
　また，セクハラが学校の成人被用者と学生・生徒の間の「同意の上の」性的関係である場合に
は，公民権局はこの歓迎性の問題に特に注意を払わねばならない。小学生が当事者となっている
ときは，歓迎性は問題とならない。公民権局は，小学生と学校の成人被用者との間の性的行為を
決して同意の上のものとは考えないであろう。当事者が中学生である場合には，公民権局は，中
学生と学校の成人被用者との間の性的行為については同意の上のものではないと強力な推定をす
るであろう。公民権局は次に示す若干の要素を考慮した上で結論をくだすであろう。また，公民
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権局は，高校生以上の学生が当事者の場合にも，これらの要素を考慮して判断するであろう。
　・行為の性質，学校被用者と学生の関係（当該被用者が学生に対して有している影響力［これ
は，少なくとも部分的には，学生の年齢によって左右されるであろう］，権限または統制力
を含む。）
　・当該学生が当該性的行為に同意することは法的にまたは実際的に不可能ではないかという問
題。たとえば，学生の年齢はこのような能力を左右するであろう。また，学生にある種の障
害がある場合も同様である。
　セクハラの有無，同意の有無について争いがある場合，諸事情を全体として考慮することによっ
て，判断決定されるべきであろう。その際，次のような情報が有益である。
　・事件の目撃者の供述
　・被害者および加害者とされている者の相対的な信用性についての証拠。たとえば，両者の供
述の詳細さ・一貫性は，いずれが真実を語っているかを決する際に比較検討すべきである。
信用性を評価するもう一つの方法は，論理的に存在しているはずの補強証拠が欠けているか
どうかを検討することである。しかし，それがない場合も，証人が加害者をおそれたり，ま
きこまれるのをいやがったりして，出てこないこともあるから注意を要する。
　・加害者とされている者が他の者にセクハラを働いていたという証拠は，セクハラを申し立て
た学生の信用性を支持することになろう。逆に，学生が他の者に対して虚偽の主張をしてい
たという証拠は，学生の信用性を弱めるであろう。
　・セクハラ後の被害者とされている学生の反応又は態度。たとえば，セクハラ直後に被害者と
されている学生を見たという証人がその学生は動転していたと言っているかどうか。しかし
ながら，学生の中には，すぐにはセクハラに反応せず，数日ないしは数週間後に反応する者
もいることに注意することが重要である。たとえば，セクハラを受けたことによる症候が当
初は現れず，しかし，数週間後，勉学に集中できないとか，落ち込むとか，特定の個人や場
所を避けるとかいった，態度の変化が現れることもある。
　・セクハラがあって間もなく学生が苦情を申し立てるとか，抗議するとかした証拠があるかど
うか。しかし，すぐに苦情を申し立てなかったのは，加害者による報復をおそれたり，セク
ハラがあったことを信用してもらえないのではないかと懸念したからかも知れない。
　・セクハラがあったと同時期の証拠があるかどうか。たとえば，セクハラを申し立てた学生が
セクハラ直後に当該行為や反応について何か書いているかどうか（日記や手紙）。直後に他
人（友人，両親）に当該行為や反応について話したかどうか。
Ｂ．セクハラに対応する学校の責任
　学校には，セクハラに迅速かつ効果的に対応する責任がある。教員など被用者が加害者の場合，
学校の責任の内容は，セクハラが当該被用者の業務遂行（学生に対する援助，利益またはサービ
スの提供）の過程で生じたかどうかに一部はかかっている。
１．　教員その他の被用者によるハラスメント
　教員その他の被用者によるセクハラは公民権法第９編に反する差別となりうる。学校には，セ
クハラを終結させ，再発を防止するために迅速かつ効果的な措置を講じる責任がある。学校には
また，被害学生が被った悪影響を修復する責任（救済責任）がある。学校の責任の程度は，セク
ハラが当該被用者の業務遂行の過程で生じたかどうかによって決定される。
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　　１）セクハラが業務遂行の過程でなされた場合
　学校は，公民権法第９編により，その業務遂行において差別をしない責任を負わされている。
学校は，通常，その業務遂行を被用者に委ねることによって行う。業務遂行の過程にある（その
ように言ってさしつかえない場合も含む。）被用者が学生に対してセクハラを行い―このことは，
セクハラは当該被用者に課された学生に対する責任（教育，カウンセリング，監督，助言および
スクールバスの運転など）遂行の間になされたことを意味するのが普通である―，これにより学
生の学校プログラムへの関与・享受能力が否定・制限される場合には，学校はこの差別的行為に
対して責任を負う。学校は，それ故に，セクハラの終結および再発防止とともに，被害学生の救
済の責任も負う。このことは，学校がセクハラを「知っていた」かどうかにかかわりなくあては
まる。（後に，「Ｃ．被用者，同僚または第三者によるハラスメントの認識」の項で説明するよう
に，責任ある立場の被用者がセクハラについて知っていたり，相当の注意を払えば知ることがで
きた場合には，学校はセクハラを認識していたこととされる）。もちろん，公民権局の行政監督
においては，学校の法違反，すなわち，連邦からの財政援助打切りにつながる事態の発生が認定
される前に，学校はセクハラについて必ず当局から実際に通知を受け，かつ適切な是正措置を講
じる機会を与えられることになっている。
　学生に対するセクハラが当該被用者の業務遂行中に生じたものかどうかは，様々な要素を考慮
して，ケース・バイ・ケースで判断される。学生へのサービス提供の交換条件として性的行為を
被用者が求めた場合，すなわち，対価型セクハラの場合は，セクハラが業務遂行の過程で生じた
ことは明白である。環境型セクハラの場合，公民権局は次に示す諸要素を考慮して，セクハラが
業務遂行の過程で生じたものかどうかを判断している。
　・当該被用者に付与された権限の種類及び程度：このような権限には，学生に対するサービス
などの提供，学生への指示・管理，制裁に関する公式・非公式の権限が含まれる。
　・被害学生に対して当該被用者が有する影響力の程度：この場合，セクハラがなされた状況も
含まれる。
　・セクハラ発生の時期及び場所
　・当該学生の年齢および教育レベル
　・実際には権限等はないが，あるように見えるかどうかということ：当該被用者が実際にはそ
うでない場合も，当該学生の年齢・教育段階・学校の運営方法に照らして，学生に対して権
限などを有する者と思われてもしかたないといえるかどうかも考慮する。
　以上の諸要素は初等・中等・高等など学校の段階を問わず適用される。しかし，小学校および
中学校においては，教員など被用者が学生の行為に対する相当程度の監督，管理，制裁の権限を
付与されているのが普通である。したがって，小学校および中学校における教員によるセクハラ
に関しては，これら諸要素を考慮すると，セクハラは業務遂行中になされたと結論されるのが普
通である。
　たとえば，教員が第８学年の生徒に対して学校の廊下でセクハラを働いたとしよう。この生徒
が当該教員の担任クラスの生徒ではなく，当該教員が廊下の監督を命じられていない場合でも，
生徒の年齢・教育レベルや小学校・中学校における教員の地位・影響力の程度を考慮すると，こ
の生徒が，当該教員が廊下で生徒の行動に注意を促す，少なくとも非公式の権限を有していると
信じたとしてもやむを得ないであろう。こうして，公民権局は，上記のセクハラは教員が業務遂
行の過程で生じたと判断するであろう。
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　教員の学生に対するセクハラで業務遂行中のものの例としては，これらに限られることはない
が，次のようなものがある。大学のメディカル・スクールの教員がインターンの評価と引き換え
に情交を要求し，彼女がこれを拒否したので低い評価を与えたケース，高校の演劇講師が性的要
求に応じなかったことを理由に彼女に役を与えなかったケース，性的要求を拒否したことを理由
に助手への研究資金提供を大学教員が取り消したケース，大学新聞を監督しているジャーナリズ
ム学教授が学生編集委員の身体を性的な仕方で継続的かつ不適切なやり方でさわり，ためにこの
学生は新聞編集委員を辞めざるをえなかったケース，教員が第９学年の生徒に授業後残るように
繰り返し求め，二人きりの教室で性および生徒の個人的経験について議論し，ためにこの生徒は
学校に来るのをやめてしまったケースなど。これらのケースすべてにおいて，学校は差別的行為
につき，セクハラを終結させ，再発を防止し，そしてセクハラ犠牲者に対する悪影響を除くため
に，迅速で効果的な行動をとるなどの責任を有する。
　　２）セクハラが業務遂行と関係なくなされた場合
　学生に対するセクハラが教員などの業務遂行とは関係なく発生し，しかし，敵対的教育環境を
作り出すに十分に深刻なものとなる場合がある。一例をあげると，大学の歴史学の教員が，工学
専攻の大学院生に対して，彼女が大学でシャトルバスを待っている間，乗っている間，そして降
り際に，数週間にわたり，繰り返しさわり，性的なほのめかし発言をし，その結果，彼女はシャ
トルバスの利用をやめ，遠い距離を歩いて教室移動をせざるを得なくなったというケースがある。
この場合，学校は，このセクハラは教員の業務遂行の過程で発生しているものではないから，直
接に責任を負うものではない。しかし，このセクハラは，学生のサービス等への関与・享受を否
定ないし制限するに十分に深刻なものであるから，学校は，当該セクハラを知っている場合には，
セクハラを終結させ，再発を防止するために迅速かつ効果的な措置をとる責任を有する。
　学校がこれらの措置をとれば，公民権法第９編違反の責任を問われることはない。学校が必要
な措置をとらないと，その結果，学生は引き続き敵対的環境のもとにおかれ，サービス等への関
与・享受を否定ないし制限されることになる。学校自体が差別を行っていることになる。この場
合，学校は，セクハラを終結させず，発生を防止しなかったことに対する責任を問われるのみな
らず，学校が迅速かつ効果的に行動しておれば，学生が被ることはなかったであろうと考えられ
るセクハラの悪影響を除かなかったことに対する責任も問われる。（関係する事項につき，以下
の「公民権局の事件解決」および「学校の対応」の項参照）。
２．　他の学生または第三者によるハラスメント
　学生が他の学生によってセクハラを受け，セクハラが学生のサービス等への関与・享受を否定・
制限するに十分に深刻であり，かつまた，学校が当該セクハラを知り，または知るべきであった
ときは，学校には敵対的環境を解消し，再発を防止する責任がある。セクハラ発生の認識に基づ
いて，学校がその終結および再発防止のために迅速かつ効果的な措置をとっている限り，学校は
公民権法第９編の課している責任を果たしたといえる。他方，セクハラを認識しながら，その終
結等のために迅速かつ効果的な措置をとらない場合には，学校自体の不作為によって学生は，サー
ビス等への関与・享受を否定・制限する敵対的環境の下に置かれつづけることになる。この場合
には，学校は，セクハラを終結させ，再発を防止し，迅速かつ効果的に学校が対応していたなら
防止できたであろうと考えられるセクハラ犠牲者への影響を除くために効果的な改善措置をとる
責任がある。
　同様に，当該学校の被用者でも学生でもない第三者（学校にやって来た，部外者である講演者，
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他校の運動チームの一員など）によるセクハラが，学生のサービス等への関与・享受を否定・制
限するに十分に深刻なものとなる可能性がある。たとえば，他校の運動チームのメンバーが学生
にセクハラをした場合，当該学校は加害者を懲戒することはできない。しかし，加害者の属する
他校に対して，再発防止のために適切な措置をとることを求めることはできる。必要な場合は，
その学校を二度と招待しないこともできる。（この問題は，「学校の対応」の項でより詳細に扱う。）
　学校がセクハラを認識しながら迅速かつ効果的な措置をとらない場合には，学校自身の不作為
によって，学生は引き続きサービス等への関与・享受を否定・制限する敵対的環境の下に置かれ
つづけることになる。この場合には，学校は，セクハラを終結させ，再発を防止し，迅速かつ効
果的に学校が対応していたなら防止できたであろうと考えられるセクハラ犠牲者への影響を除く
ための効果的な改善措置をとる責任がある。
Ｃ．被用者，学生または第三者によるハラスメントに対する学校の認識
　「教員その他の被用者によるセクハラ」の項で述べたように，学校はセクハラを認識していな
い場合にも，被用者による一定のタイプのセクハラ（業務遂行の過程でなされたセクハラ）につ
いて責任を負うことがある。他方，「学生または第三者によるセクハラ」の項で述べたように，
被用者による別のタイプのセクハラ（業務遂行とは関係なくなされたセクハラ），および学生ま
たは第三者によるセクハラの場合には，学校が性的に敵対的な環境の存在を「知っていて」，迅
速かつ効果的な改善措置をとらないときに，学校は有責とされる。
　責任ある立場にある被用者がセクハラについて「知っているか，相当の注意を払えば知ること
ができたであろう」場合に，学校はセクハラを認識していたとされる。責任ある立場の被用者と
は，たとえば，セクハラをただすための措置を講じる権限を有する被用者，学生または被用者に
よるセクハラその他の非行についてしかるべき学校役員に報告する義務を負う被用者，このよう
な権限または責任を有していると学生が信じても仕方のない，その他の責任ある立場にある被用
者などである。したがって，セクハラに対応する権限を有する被用者が適切にこれに対応する方
法を知り，また，他の被用者がセクハラについてしかるべき学校役員に報告する義務があること
を知るように，彼らをよく訓練しておく必要がある。このような訓練には，セクハラの認定方法
や報告すべき担当者についての実際的な情報が含まれるべきである。
　学校がセクハラを認識するのは様々なルートがある。学生が，公民権法第９編の遵守等にあた
る担当職員に苦情を申し立てたり，セクハラをする学生のことを教員その他の被用者に告げたり
することもあろう。学生，親または別の者が，校長，警備員，バスの運転手，教員，アファーマ
ティブ・アクションの担当職員，または学生生活担当セクションの職員に連絡してくることもあ
ろう。教員または責任ある立場の職員がセクハラを直接に見聞することもあろう。学校は，学校
関係者，教育界や地域社会の構成員，メディアなどから，間接的な仕方でセクハラについて知ら
されることもあろう。また，学校で配布されたり，学校の周辺に掲示されたビラにより，セクハ
ラを知ることもあろう。公民権法第９編は，学校が知ることができたであろう場合，すなわち，
学校が相当な注意を払えば，言いかえれば「相当程度に真面目に調査をすれば」知ることができ
たであろう場合にも，当該セクハラについて学校が対応することを求めている。
　たとえば，学校がセクハラの発生を知っている場合，相当な注意を払えば，調査の結果，他に
もセクハラがあったことを知ることもあろう。また，セクハラが広がっていて，敵対的環境があ
ることを知っているべきであったと結論してよい場合もあろう。つまり，セクハラが広範囲にわ
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たり公然と行われているか，または，学生やスタッフによく知られているといった場合である（具
体的な例をあげると，学校の廊下でセクハラがあったり，おおやけの場に落書きがあったり，教
員が監督している休憩時間中にセクハラが起こったりするなどである）。
　学校が敵対的環境の発生を知っているか，知るべきであったのに，迅速かつ効果的な是正手段
をとらなかった場合には，学生が学校に設けられている苦情処理手続を利用しなかったり，学校
に通知しなかったとしても，学校は公民権法第９編に違反していることになる。
Ｄ．苦情処理手続の役割
　学校は公民権法第９編により，性差別に関する苦情（性差別に関する苦情には，セクハラに関
する苦情も含まれる。）を迅速かつ効果的に解決するために苦情処理手続を設け，これを公表し
周知する義務，および性差別を禁止する方針を宣明する義務を負っている。（この点については，
「迅速かつ公平な苦情手続」の項で述べる）。以上の手続は，セクハラをできる限り早く発見し，
効果的に問題を解決する仕組みを学校に設けるもので，公民権法第９編が学校に義務づけている
ところである。学校が性差別を禁止する断乎とした方針を持ち，利用可能で効果的かつ迅速な苦
情処理手続を持つことにより，学校は学生たちに，学校はセクハラを許さないこと，不利な結果
をおそれることなく報告できることを明らかにしていることになる。
　このような方針と手続がなければ，学生は，この種の性差別に学校が反対していることも，こ
れに対応する義務を負っていることも知らず，セクハラを報告し，是正する仕方も知らないこと
になる。申し立てられたセクハラが敵対的環境を生み出すに十分に深刻なものであり，早期にセ
クハラを認識して介入することを怠り，その結果，サービス等への関与・享受する学生の能力が
否定・制限されることになったとしよう。この場合，その原因が，学校が公民権法第９編の求め
る手続に従わなかったことにあるときは，学校は，セクハラの発生を知った後は，公民権法第９
編により，セクハラを是正する措置をとる責任を負うことになる。この是正措置には，セクハラ
を終結させること，再発を防止すること，仮に，学校が公民権法第９編の手続的要件を遵守して
早期にセクハラを認識して介入していたら，防止できたと考えられる，学生が被ったセクハラの
悪影響を除くことが含まれる。 （以下次号）
〔２００８．９．２９　受理〕
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